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社会福祉法人全国盲ろう者協会
（はじめに）
　　　　平成２６年度は、障害者基本法の改正から障害者総合支援法の施行、障害者差別解消法の制定、障害者権利条約の批准まで続いた一連の動きも一段落し、比較的落ち着いた時期でしたが、年度の終盤となって、障害者総合支援法の施行後３年(平成２８年４月)を目途とした同法の見直し検討が始まりました。この中には、今後の盲ろう者支援の在り方に大きく関わる事項も含まれています。
　　　　当協会においては、平成２６年度には、法人創設当時から継続していた独立行政法人福祉医療機構の助成金が打ち切られるという重大な問題が発生し、当初予定していた事業を中止せざるを得ない事態となりましたが、この助成金により実施してきた開拓的事業の一部については、その意義や重要性を強く国に訴えた結果、平成２７年度からは厚生労働省の予算による本格的な事業として実施する方向となりました。
　　　　また、この独立行政法人福祉医療機構の助成事業を除く平成２６年度の計画事業については、おおむね当初の計画通りに実施され、十分な成果を上げることができました。特に、神戸で開催された第２３回全国盲ろう者大会は、過去最大となる２６６人の盲ろう者の参加を得て、大変充実した大会となりました。　
　　　　平成２７年度においては、これまでの事業方針を踏まえて、盲ろう当事者の自主性、自立性を重視しつつ
(1) 盲ろう者施策の充実・啓発及び都道府県における通訳・介助員養成及び派遣事業の充実に資するための各種研修会等の実施
(2)　将来における「日本版へレン・ケラー・センター」の設立に向けた検討
　　　の二つの目標を掲げながら、時代の要請を踏まえて、事業の推進を図っていきます。
また、当協会は、これまで、盲ろう者の全国団体として、内閣府の障害者政策委員会に参画するほか、日本障害者フォーラムなどの全国組織にも加盟して、盲ろう当事者の声を政策に反映させるための活動を進めてきました。特に、障害者総合支援法においては、同法施行後３年を目途として、意思疎通を図ることに支障がある障害者等に対する支援の在り方等について検討を行うとされており、既に具体的な検討も開始されていることから、平成２７年度においては、国や関係障害者団体等とも十分に連携して、盲ろう者施策の一層の充実が図られるよう、積極的に活動を進めていきます。
　当協会は、厚生労働省、公益財団法人ＪＫＡなどの委託、助成によって様々な事業を実施しているほか、消費生活協同組合の諸団体、東京海上日動火災保険株式会社、三菱東京ＵＦＪ銀行、三井住友海上火災保険株式会社をはじめとする多くの団体や企業、個人の賛助会員の方々のご支援によって活動を行っています。これらの団体、企業、個人の方々には引き続きご支援をお願いするとともに、今後の経営安定化に向けて、人材の育成、新たな助成団体の開拓、安定した財源確保などの道についても模索していく必要があります。
平成２７年度事業の概要
（申請中の事業を含む）
１．厚生労働省委託事業Ⅰ（盲ろう者向け通訳者養成研修等事業）
　　（１）盲ろう者関係生活相談等事業
　　　　　・盲ろう者関係生活相談事業

　　　　　・広報誌発行事業

（２）盲ろう者向け通訳者養成研修事業
　　　・盲ろう者向け通訳・介助員養成講習会指導者養成研修事業
　　　・盲ろう者向け通訳・介助員現任研修会開催事業

（３）盲ろう者国際協力推進事業

（４）盲ろう者福祉啓発事業
（５）盲ろう者情報機器活用訓練等促進事業
　　　・盲ろう者向けパソコン指導者養成研修事業
　　　・コミュニケーション訓練個別訪問指導事業
　　　・全国盲ろう者団体ニューリーダー育成研修事業

２．厚生労働省委託事業Ⅱ（盲ろう者向け生活訓練等事業）

　　（１）生活訓練等事業

３．公益財団法人ＪＫＡ補助事業
　　（１）第２４回全国盲ろう者大会開催事業
４．公益財団法人鉄道弘済会助成事業

　　（１）第６回全国盲ろう者体験文コンクール開催事業
５．日本郵便株式会社年賀寄付金配分事業

　　（１）盲ろう者向け通訳・介助員養成講習会指導者のための手引書作成事業
６．自主事業

　　（１）ヘレンケラースマホ普及事業

　
１．盲ろう者関係生活相談事業（厚生労働省委託事業）

　　生活相談業務は、盲ろう当事者や家族の日常生活相談のほか、通訳・介助員、関連諸機関等からの各種相談、助言、情報提供等多岐にわたります。盲ろう当事者に対しては、ケースによって、直接担当者が現地に出向いて対面による相談業務を実施します。また、盲ろう当事者によるピアカウンセリングを充実させ、将来的には各地域における相談担当者の育成を目指します。
２．広報誌発行事業（厚生労働省委託事業）

　　盲ろう専門誌『コミュニカ』を年２回継続して発行します。この専門誌は、盲ろう者が自らの自己主張の場として活用すると共に、併せて広く社会一般に対して盲ろう者福祉について啓発するための重要な役割も持っています。わが国唯一の盲ろう関係専門誌として、更に充実を図っていきます。
３．盲ろう者向け通訳・介助員養成講習会指導者養成研修事業（厚生労働省委託事業）
　　平成２５年４月から施行された障害者総合支援法において、盲ろう者向け通訳・介助員養成事業は、都道府県(指定都市・中核市を含む。以下同じ。)が行う地域生活支援事業の必須事業となりました。また当協会では、この必須事業化を踏まえて、厚生労働省に対して標準的な養成研修カリキュラム作成についての提言を行い、これを受けて、厚生労働省から標準カリキュラムが示されています。当協会で行う指導者養成研修事業は、この標準カリキュラムに基づいて都道府県が行う、盲ろう者向け通訳・介助員養成事業の指導者(講師)を養成する事業(中央研修)であり、本事業の実施によって都道府県の養成研修事業をバックアップしていきます。
４．盲ろう者向け通訳・介助員現任研修会開催事業（厚生労働省委託事業）
　　盲ろう者の自立を実現していくためには、通訳・介助員の資質向上が鍵となると言って過言ではありません。盲ろう者の自主的判断の基礎となる情報は、通訳・介助員を通して得られます。このため、盲ろう者が自立していくためには、通訳・介助員の果たす役割が極めて大きなものとなります。盲ろう者の立場を心から理解し、質の高い情報保障をしていくためには、絶えず研鑽を積むことが必要です。この現任研修会の開催により、現場で活動している通訳・介助員の一層のスキルアップを図っていきます。
５．盲ろう者国際協力推進事業（厚生労働省委託事業）
　　平成２７年５月には、ルーマニアにおいてＤｂＩ(盲ろう者インターナショナル:教育関係者等が集う世界会議)が開催されることから、これに併せて世界盲ろう者連盟の役員会が開催されることになっており、同連盟のアジア地域代表及び事務局長を出している当協会としては、この役員会に盲ろう当事者を出席させて、盲ろう者の国際的ネットワークの強化・充実を図っていきます。
このほか当協会としては、従来どおり、アジア各国における盲ろう者を支援し、アジアにおける盲ろう者組織の設立に向けた活動を進めるとともに、ＥＳＣＡＰ(国連アジア太平洋経済社会委員会)をはじめとする、国内外の様々な関係機関・団体等と連携して、幅広く国際協力活動を推進していきます。
６．盲ろう者福祉啓発事業（厚生労働省委託事業）
　　盲ろう者福祉施策が全都道府県へ広がったことから、当協会における盲ろう者福祉啓発事業は益々その重要性を増しています。各都道府県の行う「盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業」及び「盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業」は、その内容や規模において地域間格差が大きく問題となっています。特に、養成研修については、国において標準的養成カリキュラムが定められたことから、全国の都道府県において早急にこれに定める水準を確保することが求められています。地域間格差を是正し、両事業の質的向上を図るために、各地域の「友の会」等と協力して、関係行政機関等に対する啓発活動を進めます。
７．盲ろう者向けパソコン指導者養成研修事業（厚生労働省委託事業）
　　コミュニケーションと情報取得に大きな困難を抱える盲ろう者にとって、パソコン等の情報機器の利用技術を身につけることは極めて重要な意義を持っています。しかしながら、一般的な障害者向けのパソコン講習会などにおいては、個々の盲ろう者の障害特性などに配慮した適正な指導を行うことは困難であることから、当協会では、平成１８年度から独立行政法人福祉医療機構の助成を受けて、開拓的事業として、盲ろう者向けパソコン指導者養成事業を実施し、指導者養成を行うとともに指導方法のマニュアル化などを進めてきました。平成２７年度には、厚生労働省において本事業が新たに予算化されたことから、当協会としては、これまで蓄積されたノウハウ等を活用して、盲ろう者向けに特化された内容により、今後継続的に、パソコン指導者の養成研修を行っていきます。また、本事業で養成した指導者は、それぞれの地域において、盲ろう者向けパソコン講習会の講師や個別指導の指導者として活動することが期待されます。
８．コミュニケーション訓練個別訪問指導事業（厚生労働省委託事業）

　　盲ろうは希少な障害であり、特に地方においては、盲ろう者は広い地域に散在していることなどから、移動にも大きな困難を抱える盲ろう者がパソコン等の情報機器の利用技術を身につけるためには、個別訪問指導が極めて有効な手法です。このため、当協会では、平成２１年度から独立行政法人福祉医療機構の助成を受けて、開拓的事業として、盲ろう者に対する情報機器の個別訪問指導事業を実施し、情報機器の利用技術指導についての実績を積んできました。平成２７年度には、厚生労働省において本事業が新たに予算化されたことから、当協会としては、これまで蓄積されたノウハウ等を活用して、今後継続的に、盲ろう者に対するパソコン等情報機器の個別訪問指導を行っていきます。
９．全国盲ろう者団体ニューリーダー育成研修事業（厚生労働省委託事業）

　　地域社会の中で盲ろう者が自立と社会参加を進めていくためには、「盲ろう者友の会」など盲ろう者の地域団体の活動が不可欠です。そして、盲ろう当事者の主体性を確保しながら、これら地域団体の活動を活性化していくためには、盲ろう当事者リーダーの果たす役割が極めて重要と考えられます。しかしながら、多くの地域団体では新しいリーダーが育たず、役員層が固定化して活動がマンネリ化するなどの問題も散見されます。そのため当協会では、平成２３年度から、独立行政法人福祉医療機構の助成を受けて、開拓的事業として、盲ろう者地域団体のニューリーダー育成研修事業を実施し、その活動の活性化を図る取り組みを進めてきました。平成２７年度には、厚生労働省において本事業が新たに予算化されたことから、当協会としては、これまで蓄積されたノウハウ等を活用して、今後継続的に、盲ろう当事者のニューリーダーを育成し、盲ろう者地域団体の活性化を図っていきます。
10．盲ろう者向け生活訓練等事業（厚生労働省委託事業）

　　国立障害者リハビリテーションセンターからの委託を受けて、平成２２年度より２年間にわたって実施された「盲ろう者宿泊型生活訓練等モデル事業」は、平成２３年度末をもって終了し、平成２４年度からは、当協会が厚生労働省より直接委託を受けて「盲ろう者向け生活訓練等事業」を開始しました。平成２７年度においても、引き続き同事業を実施しますが、実施にあたっては、都内に盲ろう者の日中活動の場所を確保するとともに、自宅から通所することが困難な利用者の宿泊場所も併せて確保し、就労継続支援などの要素を加味しつつ、地域社会で暮らす盲ろう者への生活訓練のあり方などについて検討します。また、これまで生活訓練事業を利用した盲ろう者の地域における生活状況などについて、フォローアップ調査を行って、検討のための資料とします。
　　なお、この事業を進めていく上で得られた様々な知見やノウハウは、将来的な「日本版ヘレン・ケラー・センター」設立に向けて活用していくこととしています。
11．全国盲ろう者大会開催事業（公益財団法人ＪＫＡ補助事業）
　　全国の盲ろう者・盲ろう児と通訳・介助員などが一堂に集うこの大会では、例年どおり、様々な分科会やイベントを行うこととしており、「全国の盲ろう者の生の声を聞く」、「盲ろう者の知恵袋―日常生活を便利にするための工夫」、「欧米リポート＆かたりま専科」など様々なテーマの分科会、社会見学、機器展示などを企画しています。また、開会式の席上において、公益財団法人鉄道弘済会の助成による「第６回全国盲ろう者体験文コンクール」の表彰式も行います。
　・日　程　　平成２７年７月３１日（金）～８月２日（日）

　・場　所　　「ツインメッセ静岡」　静岡県静岡市駿河区曲金３丁目１番９号
　・参加者　　８００人程度(予定)
12．全国盲ろう者体験文コンクール開催事業（公益財団法人鉄道弘済会助成事業）
　　平成２２年度に開始された｢全国盲ろう者体験文コンクール｣を引き続き開催します。平成２７年度は第６回目となり、既に作品募集が始まっています。盲ろう者の文化活動の一環として、この事業を大事に育てていくこととしています。
13.盲ろう者向け通訳・介助員養成講習会指導者のための手引書作成事業（日本郵便株式会社年賀寄付金配分事業）

　　当協会では、平成２４年度に厚生労働省に対して、盲ろう者向け通訳・介助員養成研修の標準的カリキュラムに関する提言を行い、厚生労働省においては、これを踏まえて、標準的養成カリキュラムを策定して各都道府県に通知しました。しかしながら、各都道府県において、このカリキュラムに基づいた養成講習会を円滑に実施していく上では、指導内容の標準化や指導者(講師)の育成などが大きな課題となっています。そこで、このカリキュラムに基づく具体的な指導内容をまとめた手引書(指導要領)を作成して指導者(講師)の参考とするとともに、指導者(講師)養成のための研修会テキストとしても活用していきます。
14.ヘレンケラースマホ普及事業（自主事業）
　　市販されているスマートホンを活用して点字を送受信することによって、盲ろう者が手軽に単独で通信できる｢ヘレンケラースマホ｣の普及を図るための活動に協力します。この「ヘレンケラースマホ」は、これまでの「ヘレンケラーホン」に引き続いて、長谷川貞夫さんが考案したもので、市販のスマホに独自のアプリをインストールし、骨伝導式のヘッドホンと組み合わせて使用します。当協会では、昨年度に引き続き、この活動に携わる盲ろう者や通訳・介助員に対する連絡調整、広報活動への支援などを進めていきます。
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